2009年度政府予算案・地方財政対策に関する自治労見解　
１．政府は12月24日の閣議で、2009年度政府予算案と財政投融資計画を決定した。一般会計の総額は過去最大の88兆5,480億円（今年度比＋6.6％）となった。また、政策的経費の一般歳出は51兆7,310億円（今年度比＋9.4％）と初めて50兆円を突破した。税収は46兆1,030億円（今年度比▲13.9％）と大幅に減少し、新規国債発行33兆2,940億円、「埋蔵金」といわれる財政投融資特別会計などの資金で財源不足を補填した。
２．歳出のうち、社会保障費は特別会計や道路特定財源の一般財源分を活用し、「骨太方針2006」で示した抑制目標に対して230億円に抑制幅を止めたが、財源の数合わせで削減幅を圧縮したに過ぎず、社会保障に対する国民の不安は解消されていない。税制改革は、社会保障財源の検討などを先送りし、証券税制の優遇措置を継続するなど、所得再分配機能の強化策を打ち出せていない。歳出抑制構造を維持したまま、財源不足を大幅な新規国債の増発で補っており、財政再建路線はすでに破綻している。今求められることは、生活と雇用の危機に直面する中低所得者対策など、セーフティネット対策の充実にむけて、根本的な政策転換が必要である。
３．大都市部の大幅な税収減が影響し、地方財政計画は82兆5,600億円（今年度比▲1.3％）、地方税、地方交付税などの一般財源総額は59兆800億円（今年度比▲1.3％）となり、地方財政の全体規模、一般財源ともに減少する結果となった。しかし、国税・地方税の大幅な税収減が見込まれるなか、地方交付税1兆円分を上積みし、地方一般歳出規模を66兆2,200億円（今年度比0.7％）と10年ぶりに増加させ、交付団体の一般財源は3,600億円増加した。一方、「骨太方針2006」を継続し、地方公務員の総人件費削減など、歳出を切り込んだことは極めて問題である。
４．地方交付税総額は、15兆8,200億円（今年度＋4,100億円）と増額し、臨時財政対策債5兆1,500億円を含めて、実質的には20兆9,700億円（今年度比＋2兆7,300億円）となった。このうち、1兆円の地方交付税は、5,000億円分を地域雇用創出推進費として特に雇用情勢の厳しい地域に配分し、残り5,000億円は公立病院の財政措置の充実などを含む一般行政経費、公債費の拡充など、「地方の元気回復」の財源に見込んでいる。地域の雇用環境が一段と深刻化するなかで、自治労としても、特別交付税で来年3月に配分される年末・年始の緊急雇用対策とあわせ、失業者対策の迅速な実行を自治体当局に求めていかねばならない。今年度末から2009年度にむけて、雇用対策を自治体の当面の最優先課題に位置づけるとともに、将来の雇用創出に直結する事業を重点的に実施する必要がある。
５.　道路特定財源の一般財源化は、福田政権において国税・地方税ともに、税の特定目的を外し、一般財源化を進めることを閣議決定した。しかし、今回の政府決定は、暫定税率の見直しを先送りしたほか、揮発油税の一部を財源とする従来の地方道路整備臨時交付金を廃止して新設する「地域活力基盤創造交付金」なるものは、その使途の大半について道路関連経費を見込むなど、一般財源化に反する内容であり、朝令暮改のそしりは免れない。
6．さらに、緊急的な対策を必要としながらも、雇用対策などを含む第2次補正予算は未だに具体化してないばかりか、バラマキとの批判が強い2兆円の定額給付金も自治体に混乱を生じることは必至である。こうした中で、2009年度予算は、地方交付税の増額は示されたものの、急激に悪化する経済動向、麻生首相の政権運営が不安定な状況にあり、国会審議の動向を注視しなければならない。

自治労は、実効ある緊急雇用対策を含む地方財源の充実を求め、協力政党、連合、地方六団体と連携し、引き続き全力で取り組む。
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